
事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 菌床しいたけ栽培補助事業 事業開始年度 平成18年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小森　大輔
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 10 129 514

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
菌床しいたけの生産に必要な施設（簡易ハウス）や機械等の導入・整備し、菌床しいたけの生産量の
向上及び、菌床しいたけの栽培振興を図る。

事業の概要
事業を実施する農家に対し、最盛期を過ぎた菌床を活用するための保管施設、原料等の保存施設等の
整備、ならびに生産体制の拡充のための機械等の導入費用の一部を助成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
菌床しいたけ経営農家でハウス施設を
導入し、成果を上げた戸数

件 1 3 3

達成度の
評価と説明 説明

当初計画していた事業計画（申請予定）のとおり事業が完了できた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農産物病害虫防除対策補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小竹　章裕
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,350 1,350 1,350 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
無人ヘリコプターを使用した農薬散布による病害虫防除を行うことにより、農業の増収と安定した農
業経営を目指す。

事業の概要
農産物病害虫防除対策事業に対する補助金。麦・大豆・水稲への無人ヘリコプターを使用した農薬散
布による病害虫防除及び野火焼きの実施。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

無人ヘリコプターによる病害虫防除の
農薬散布面積

ha 1,573 1,417 1,400 1,400 

達成度の
評価と説明 説明

事業計画に基づきラジコンヘリによる農薬散布を実施した。
概ね当初計画の内容は達成できた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 県単かんがい排水事業 事業開始年度 昭和24年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 11,697 7,860 3,080 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農業用水路や頭首工等の農業水利施設の機能向上を図る。

事業の概要
県単独農業農村整備事業により土地改良区が実施する農業用施設の改修工事に対して事業費の５５％
（県補助３５％・市補助２０％）の補助を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 事業により改修等を実施した施設数 箇所 1 1 1 1

達成度の
評価と説明 説明

県単独農業農村整備事業により土地改良区等が実施する農業用施設の改修工事のため、改良区より要
望がない限り事業無し。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 県単農道整備事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 24,466 19,060 14,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
砂利道の農道を舗装整備、農業用用水路を整備することにより、農産物搬送時の荷傷み防止、農業機
械等走行費用及び農道維持管理費の削減を図る。

事業の概要
県単独農業農村整備事業（補助率３０％）により農道や農業用用水路の整備を行い、農業経営の効率
化、向上を図る。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 当該年度整備済農道延長 ｍ 742 418 340 340

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農道等整備補修事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 26,396 36,276 61,750 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
土地改良施設等の修繕を行い施設の適正な管理が行う。
農道舗装により農産物搬送時荷傷み防止や農道維持管理費の削減を行う。

事業の概要
土地改良施設の小規模な修繕及び農道の舗装等を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 整備箇所数 箇所 3 4 3 2

達成度の
評価と説明 説明

地元から要望のあった農道舗装４件を実施した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 土地改良施設維持管理適正化補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,860 2,560 1,860 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市内の土地改良施設の機能維持と防災・減災力の確保を図る。

事業の概要
土地改良区が土地改良施設維持管理適正化事業を導入して農業水利施設の整備補修等を行う事業費の
一部を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 整備補修等を実施した施設数 箇所 2 2 2 2

達成度の
評価と説明 説明

土地改良区が管理する農業水利施設の補修工事に対して補助を実施した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 土地改良施設管理補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 5,160 5,862 6,081 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
土地改良施設を適切に維持管理する。

事業の概要
土地改良区が管理する土地改良施設の維持管理に要する費用の一部を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
維持管理経費の負担が軽減した土地改
良区数

団体 3 6 5 5

達成度の
評価と説明 説明

土地改良区が実施した水路の嵩上や浚渫等の工事により、土地改良施設が適切に維持管理された。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 園芸作物推進支援事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 高田　裕亮
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 5,110 12,726 10,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
収益性の高い園芸作物の導入に必要な施設の整備に係る経費に対して補助金を交付することにより生
産者の所得向上を図る。

事業の概要
施設の整備に係る経費の3割～7割（上限額100万円～200万円）を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 園芸作物ハウス生産者への補助件数 件 6 10 10 10

達成度の
評価と説明 説明

前年度に比べ申請件数は増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 市の堀用水改修事業 事業開始年度 平成30年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 冨田　渉
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 3,348 1,768 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
整備後80年が経過し老朽化した市の堀用水（押上～松山新田の区間L=6.8km）の改修を栃木県が行
う。

事業の概要
栃木県が実施する改修費用の一部を関係する２市４町(真岡市、さくら市、市貝町、芳賀町、塩谷
町、高根沢町)で受益面積に応じて費用負担する。(平成30年度負担開始)

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 整備率 ％ 0 0 0 0

達成度の
評価と説明 説明

指標の整備率について、平成30年度から令和５年度は計画調査（測量、計画設計、事業計画書作成
等）を実施するため、この期間の整備率は上がらないが、令和６年度以降に改修工事に着手すること
により上昇する見込みである。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農道道普請事業 事業開始年度 平成30年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 602 110 1,000

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農業用施設を整備するための事業に要する原材料費等を助成することにより、農業用施設の修繕、長
寿命化等を図る。

事業の概要
助成対象者に対して、農業用施設の整備に伴う原材料費及び機械借り上げ料を助成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 整備件数 件 2 1 2 2

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農業用機械等導入支援事業 事業開始年度 令和元年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小堀　将孝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,135 2,373 2,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
新規就農者および認定農業者に対し、推奨する園芸作物等を栽培する為の農業用機械の購入に係る経
費の一部を助成する。

事業の概要
機械購入経費の1/2、上限50万円を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 農業用機械を導入した経営体数 経営体 4 6 4 4

達成度の
評価と説明 説明

昨年度と同程度の申請を想定していたが、予想を上回った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農業用ため池防災減災対策事業 事業開始年度 令和 2年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 01 農業生産基盤の整備

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 0 49,687 13,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ○現状 ●縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農業用ため池の防災減災を図る。

事業の概要
農業用ため池の防災減災を図るため、必要な防災減災対策を実施する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
防災減災対策を実施した農業用ため池
の数

箇所 6 6 6 2

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 喜連川農産物加工センター維持管理事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 695 792 1,029 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市が喜連川農産物加工センターの維持管理を行い、清潔で安全な農産物加工ができる状態にする。

事業の概要
喜連川地区における農産物加工施設の維持管理費。浄化槽管理、修繕費、光熱費等。地元農産物を使
用した味噌・りんごジュース・菓子・漬物などが生産されている。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 運営上の苦情・修繕件数 件 4 3 4 5

達成度の
評価と説明 説明

施設維持管理上の不具合に対し、修繕等により対応した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農産物加工センターアグリ館運営管理事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,102 1,844 5,015 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
地元農産物の地産地消、地域の農業経営安定を目的とし、維持管理を行う。

事業の概要
さくら市氏家地区農産物加工センターアグリ館「あねさん工房」運営管理費。浄化槽管理費、警備委
託費、修繕費等。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 施設維持管理上の苦情・修繕件数 件 3 4 4 4

達成度の
評価と説明 説明

施設維持管理上の不具合に対し、修繕等により対応した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 受精卵移植事業補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 240 240 300

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
和牛繁殖農家に優良な雌牛からの受精卵移植を補助することにより、市場が求める肉牛を安定生産す
る。

事業の概要
市場が求める肉牛を生産するうえで、優良な雌牛からの受精卵移植が不可欠であるため実施してい
る。2万円／回数の補助。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 補助による受精卵移植件数 戸 4 4 5 5

活動
受精卵の移植件数（市内畜産業者での
実施総数）

件 26 28 30 30

達成度の
評価と説明 説明

28回の受精卵移植を実施することができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 繁殖メス牛導入事業補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 2,489 2,200 3,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
和牛繁殖農家に優良な繁殖牛を導入し、和牛の品質向上を図る。

事業の概要
和牛繁殖農家に繁殖雌牛導入補助。雌牛1頭につき購入費の1/3補助。（1農家上限20万円）

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 事業を導入した農家戸数 戸 13 11 12 13

達成度の
評価と説明 説明

和牛繁殖農家の繁殖雌牛11頭導入に対し補助金を交付した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 女性アグリセンター維持管理事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,001 832 1,007 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農業構造改善施設として、多目的に地域住民及び一般市民が安全・快適に利用できるよう維持管理を
行う。

事業の概要
氏家地区における女性アグリセンター運営管理費。浄化槽管理費、警備委託費、光熱費、修繕費等。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 施設維持管理上の修繕件数 件 2 1 2 2

達成度の
評価と説明 説明

施設維持管理上の不具合に対し、修繕等により対応した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市農産物ＰＲ事業 事業開始年度 平成24年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 高田　裕亮
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,418 957 2,031 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
消費者の理解が進むことによりさくら市農産物の売上額が向上する。

事業の概要
各種イベントを活用し、産農産物の「新鮮さ」や「美味しさ」を理解してもらい、安全安心のＰＲや
流通・消費の促進を図る。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 首都圏への出荷額 千円 4,717,863 4,027,222 4,500,000 4,600,000 

達成度の
評価と説明 説明

県内でのイベントや事業を通じて、さくら市産農産物のＰＲを実施。JAしおのやでの首都圏への出荷
額は、コロナ禍のため業務用の米、麦、大豆、畜産関係が減少した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 高能力牛自家保留補助事業 事業開始年度 平成28年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 200 80 480

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
育種価の高い高能力牛を保留し、繁殖雌牛として活用することで出荷される子牛の高品質化と出荷量
増産が図られる。

事業の概要
育種価の高い雌牛を繁殖用として保留することを推奨し、市産和牛の高い水準での品質維持や、更な
る向上を図る。そのため自家保留牛一頭当たり40千円の補助金を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 高能力牛自家保留補助事業導入戸数 戸 3 2 4 4

達成度の
評価と説明 説明

高能力牛を導入した農家2戸に対して補助を行ったが、年度当初の計画における導入農家数（18戸）
を下回った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 新規作物導入者種苗代補給事業 事業開始年度 平成30年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 高田　裕亮
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 38 751 530

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
新規導入作物の栽培及び販売を始めるにあたり、種子・種苗の購入に係る経費を補助することによ
り、経営の安定を図る。

事業の概要
種子・種苗の購入額に2分の1を乗じた額又は20万円のいずれか低い額。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
新規導入作物の種子・種苗代の補助件
数

件 1 12 8 8

達成度の
評価と説明 説明

前年度に比べ申請数が増加した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 氏家地区農産物直売所運営事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 戸村　敏之
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 02 付加価値の高い農林水産業の確立

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 9,399 11,516 12,952 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
直売所施設であり、農業や観光情報の拠点としても活動していくために必要な施設の維持管理を行
う。

事業の概要
氏家地区の農業振興を目的に整備された直売所施設であり、農業・観光情報の拠点として維持管理を
行っていく。浄化槽管理費、警備委託費、修繕費等。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 施設維持管理上の修繕件数 件 2 3 3 3

達成度の
評価と説明 説明

施設維持管理上の不具合に対し、修繕等により対応した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市農業青少年クラブ協議会補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 0 0 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　○多少は達成した　●達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
さくら市青少年クラブ協議会の会員同士の連携強化、情報交換等を行うことにより、会員の技術生産
と生活の向上を図る。

事業の概要
さくら市青少年クラブ協議会が研修や交流会に参加し、連携強化や情報交換等を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 さくら市青少年クラブ協議会活動日数 日 1 1 3 3

成果 活動事業数 回 2 3 3

達成度の
評価と説明 説明

平成29年度から活動を休止しているため、さくら市農業青少年クラブ協議会としての活動はないが、
塩谷南那須農業振興事務所と連携し、活動再開に向けた取組を行っている。取組内容は、交流会等に
興味を持っている青年農業者が集まり、研修や交流会を実施している。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 塩野谷農協畜産部会補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 53 53 53

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市の農業生産額に対し大きな割合を占める畜産業の振興を目的として、塩野谷農業協同組合畜産部会
に補助金を交付する。

事業の概要
塩野谷農業協同組合畜産部会への補助金。補助額は事業費の30％以内とし、予算の範囲内。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
塩野谷農業協同組合畜産部会の活動件
数

件 9 6 12 12

達成度の
評価と説明 説明

新型コロナウィルスの影響により研修等は自粛した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農業振興地域管理費 事業開始年度 平成17年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小竹　章裕
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 323 334 444

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
経済事情の変動その他情勢の推移により必要が生じた場合に、農業振興地域整備計画を変更すること
により、農業の健全な発展と地域資源の合理的な利用を確保する。

事業の概要
農用地利用計画変更申出書（除外、編入、用途区分の変更）を受付し、さくら市農業振興地域整備促
進協議会を開催し、県の同意を得た後、決定内容を申出者に通知する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

申出件数 件 7 11 10 10

達成度の
評価と説明 説明

申出者からの申出に基づき適正に処理した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 有害鳥獣駆除事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小森　大輔
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 1,022 928 1,697 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農作物に被害をおよぼすカルガモやカラス等を駆除し、農作物被害を軽減する。

事業の概要
春季の田植え直後の水田においてカルガモ・カラス等による被害が頻繁に発生しているため、市猟友
会に依頼し駆除する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
カルガモ・カラス等による農作物被害
面積

ａ 258 660 660 660

達成度の
評価と説明 説明

有害鳥獣の一斉捕獲によりカラス・カルガモ等328羽を駆除した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市農業士会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 村上　乃武彦
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 28 28 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
地域農業のリーダーである農業士の指導・助言により青年農業者等が育成され、地域農業の振興が図
られる。

事業の概要
市農業士会に対する補助金。
農業士会から補助金交付申請を受け、補助金交付要綱に基づき補助金を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

農業士会の活動内容・件数 件 8 6 10 10

達成度の
評価と説明 説明

新型コロナウイルス感染症の影響で、研修会等の事業が実施が出来ず、瀧澤家住宅イベントへの参加
のみ行った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 使用済農業生産資材適正処理対策補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 2,267 1,477 2,269 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
使用済農業生産資材を適正に処理し、園芸振興の推進と環境の保全を図り、排出される使用済農業用
生産資材のリサイクルを実施する。

事業の概要
使用済農業生産資材適正処理推進協議会に対して補助金を交付する。使用済農業生産資材を収集し、
適正に処理する。負担割合は、受益者70％、市15％　ＪＡ15％

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
使用済農業生産資材のリサイクル・処
理量

ｋｇ 118,090 109,430 119,000 119,000 

達成度の
評価と説明 説明

排出された使用済農業生産資材を適正に処理することができたが、処理費用の負担額増になった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市認定農業者協議会補助事業 事業開始年度 平成17年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小堀　将孝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 80 106 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
近代農業を担う優れた農業者が育成され、地域農業が発展する。

事業の概要
市の認定農業者が組織する協議会が行う事業に要する経費に対し、予算の範囲内で3割を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

担い手への農地集積率 ％ 50.7 52.1 53 53

達成度の
評価と説明 説明

認定農業者（担い手）への農地集積を積極的に推進した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 「作付参考値」調整集落推進交付金事業 事業開始年度 平成19年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 向田　貴彦
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 3,299 3,493 3,450 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ●見直し継続　○現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
集落の作付参考値に対する意識が高まり、作付参考値に係る事務が円滑に進む。

事業の概要
農業集落に対し、各集落における転作面積に応じて１０a当たり２００円を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

交付率 ％ 97 93.5 97 97

達成度の
評価と説明 説明

達成集落に対して適切に交付を行った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市生活研究グループ協議会補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 18 21 64

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
会員相互の連携を図り社会的活動に参加協力をしながら、地域リーダーの育成や豊かな生活環境の研
究を行い、社会福祉の向上に寄与することを目的としている。

事業の概要
市生活研究グループ協議会が研修会等に参加することで会員の連携を図り、地域リーダーの育成や豊
かな生活環境の研究を行い、社会福祉の向上に寄与する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
さくら市生活研究グループ協議会の活
動延べ日数

日 14 18 20 22

活動 活動事業数 個 3 3 4 5

達成度の
評価と説明 説明

さくら市生活研究グループ協議会へ補助金を交付し、化粧水作りや親子料理教室等の事業を実施した
が、「福祉まつり」や「ゆめ！さくら博」等は新型コロナウィルスの影響により自粛した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 さくら市林業振興会運営補助金 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小森　大輔
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 41 41 41

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
さくら市林業振興会が、県及びたかはら森林組合等と連携をとり、優良木材の生産に関する情報の交
換や会議により、さくら市林業の振興を図る。

事業の概要
さくら市林業振興会に対する運営補助金。研修会、チェーンソーの目立て講座、初心者向けの伐採講
習会、市内イベントでの林業啓発活動等を実施。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 さくら市林業振興会の活動件数 回 3 2 3 3

達成度の
評価と説明 説明

木工教室や立木伐採体験等により林業の普及啓発に一定の効果が得られた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 野辺山堰御用掘管理組合補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 52 52 104

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
御用堀の機能が適正に管理され、水質保全及び景観保全に寄与できる。

事業の概要
野辺山堰御用掘管理組合に支出する補助金と、管理組合が徴収する組合員からの負担金を併せて、御
用堀の維持管理及び清掃を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 維持管理施設数 箇所 1 1 1 1

達成度の
評価と説明 説明

補助金と負担金を併せ、御用堀の維持管理及び清掃を行うことにより、御用堀の機能が適正に管理さ
れ、水質保全及び景観保全に寄与できた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 松西堰御用堀管理組合補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 39 39 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
御用堀の機能が適正に管理され、水質保全及び景観保全に寄与できる。

事業の概要
松西堰御用掘管理組合に支出する補助金と、管理組合が徴収する組合員からの負担金を併せて、御用
堀の維持管理及び清掃を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 維持管理施設数 箇所 1 1 1 1

達成度の
評価と説明 説明

補助金と負担金を併せて、維持管理及び清掃を行うことにより、御用堀の機能が適正に管理され、水
質保全及び景観保全に寄与できた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 喜連川土地改良区水利事業費補助事業 事業開始年度 平成19年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 311 311 345

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農業水利の適正な利用を図る。

事業の概要
揚水機を利用して塩谷広域行政組合し尿処理場及び矢板市終末処理場からの排水に対し希釈を行う事
業にかかる経費の一部を喜連川土地改良区に補助金として助成する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 正常に稼働している揚水機の割合 % 100 100 100 100

達成度の
評価と説明 説明

喜連川土地改良区が揚水機を利用して塩谷広域行政組合し尿処理場及び矢板市終末処理場からの排水
に対し希釈を行う事業にかかる経費の一部を補助金として助成することによって、農業水利の適正な
利用が図れた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 ＪＡ塩野谷喜連川生産物出荷協議会補助事業 事業開始年度 平成20年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 笹沼　聖輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 0 84 134

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
塩野谷農業協同組合の喜連川生産物出荷連絡協議会の各部会・組合運営の強化、組織連携、連絡体制
の向上を図る。

事業の概要
塩野谷農業協同組合内の喜連川生産物出荷連絡協議会に補助を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
塩野谷農業協同組合の喜連川生産物出
荷連絡協議会活動件数

件 7 8 10 10

達成度の
評価と説明 説明

新型コロナウィルスの影響により活動を縮小したため、補助金の交付を行わなかった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 経営所得安定対策 事業開始年度 平成23年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 向田　貴彦
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 5,838 6,818 8,394 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
経営所得安定対策事業への加入の推進が図られる。

事業の概要
経営所得安定対策制度における推進活動や要件確認等に必要となる経費の補助（国庫負担）を行う。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

経営所得安定対策加入者数 戸 435 427 500 500

達成度の
評価と説明 説明

営農計画の交付、圃場の確認、適正な交付等の事務処理を適切に行った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 環境保全型農業直接支援対策事業 事業開始年度 平成23年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小竹　章裕
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 8,010 8,110 8,584 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
環境保全に効果の高い営農活動に取り組み、地球温暖化や生物多様性保全に貢献する。

事業の概要
国際水準ＧＡＰを実施し、農業生産工程管理に取り組んでいる農業者に対し、カバークロップ、堆肥
の施用等を実施した場合に交付金を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

取組面積 ha 140.58 142.97 143 143

達成度の
評価と説明 説明

申請者から事業計画を受付、内容を確認して県に進達し、適切な交付金の支出を行った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 新規就農・経営継承総合支援事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 向田　貴彦
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 18,130 15,580 24,000 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
新しい地域農業の担い手を確保する。

事業の概要
新規就農者及び経営継承農業者に対する各種優遇制度の周知及び制度要件に合致させるための支援、
特に新規就農給付金等の交付手続き等を行う

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

担い手となる新規就農者及び経営継承
農業者

経営体 13 11 13 13

達成度の
評価と説明 説明

対象の１3経営体に所得に応じた給付金を給付した｡

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 担い手への農地集積推進事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小堀　将孝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 5,982 6,137 6,214 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
地域農業の担い手へ農地を集積し、規模拡大を進め、効率性や生産性を高める。

事業の概要
自己所有農地を他の耕作者(担い手）の農地集積及び規模拡大に協力した場合、それぞれの面積に応
じて協力金を支出する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

集積協力対象となった農地面積 ha
29ha
1.8ha

25.2ha
1.7ha

30ha
2.0ha

30ha
2.0ha

達成度の
評価と説明 説明

農地中間管理機構への申請手続き及び栃木県への補助金の交付手続きを適切に行った。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 多面的機能支払交付金事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 添野　大輝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 66,769 66,728 69,524 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ●拡大 ○現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
地域住民の参画、連携により地域資源の適切な保全管理が図られるとともに、地域内における農地の
利用集積や遊休農地の解消につながる。

事業の概要
多面的機能支払交付金を活用した取組みを実施する地域に対し、交付金を交付する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 農振農用地面積カバー率 % 32 36 37 38

達成度の
評価と説明 説明

地域住民の参画、連携により地域資源の適切な保全管理等が図られた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 遊休農地解消事業 事業開始年度 令和元年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小堀　将孝
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 57 63 100

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ●数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市内遊休農地の有効利用を図るため、自らが所有していない遊休農地の解消事業を実施し、農作物の
作付けを行う者に対し補助金を交付する。

事業の概要
10ａあたり20,000円を補助する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果 解消した遊休農地の面積 a 28 31 50 50

達成度の
評価と説明 説明

想定していた解消面積を下回ったが、遊休農地を解消することができた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 山村多面的機能発揮対策事業 事業開始年度 平成30年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小森　大輔
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 47 42 41

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
森林の多面的機能の発揮を図るとともに、山村地域のコミュニティを維持・活性化させる。

事業の概要
地域住民等による森林の保全管理活動等の取組を支援する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動 活動団体数 団体 1 1 1 1

達成度の
評価と説明 説明

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農産物売上１．２倍推進協議会運営事業 事業開始年度 平成30年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 村上　乃武彦
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 101 63 1,375 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　○多少は達成した　●達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
農産物売上1.2倍増を達成させるために、さくら市農産物売上1.2倍推進協議会を設立し様々な角度か
らその方策・手法を検討する。

事業の概要
さくら市農産物売上1.2倍推進協議会において、会議や研修会を開催することにより、農産物の売上
向上のための手段を検討する。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

活動
農産物売上1.2倍推進協議会及び部会
での活動内容

回 0 0 5 5

達成度の
評価と説明 説明

新型コロナウイルス感染症対策により、協議会活動が実施出来なかった。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 強い農業・担い手づくり総合支援交付金事業 事業開始年度 令和 2年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 小竹　章裕
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 0 1,119 0

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
産地や担い手の発展の状況に応じて必要となる農業用機械・施設の導入等及び産地の基幹施設等の整
備に関する取組を支援する。

事業の概要
事業実施に必要な機械・施設の購入に対して、購入費の3/10以内、産地の基幹施設等の整備に対し
て、整備費の1/2以内の補助をおこなう。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

成果
機械等を購入した経営体数および基幹
施設等を整備した団体数

経営体又は
団体

0 1 1 1

達成度の
評価と説明 説明

目標としていた農業者に対し補助金を交付した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 公社特例事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農業委員会事務局 担当者 大山　昌良
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 79 54 67

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
担い手の農地の利用集積を図り、経営基盤を強化させる。

事業の概要
(公財)栃木県農業振興公社が農地保有合理化事業を効率的かつ円滑に推進するための事業費

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

保有（買入）された農地面積 ㎡ 65,440 61,648 30,000 

達成度の
評価と説明 説明

地区担当農業委員により地域の担い手に対してあっせんを行った。
公社への売渡　9件　61,648㎡　

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 利用状況調査推進事業 事業開始年度 平成25年度
担当課 産業経済部　農業委員会事務局 担当者 大山　昌良
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 03 持続可能な農林水産業構造の構築

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 2,421 1,981 2,866 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　○余地はあるがまだ時間が必要　●余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
耕作放棄地が少なくなる

事業の概要
利用状況調査（農地法第30条調査）の実施

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

耕作放棄地の面積 ha 7.3 5.3 4.5

達成度の
評価と説明 説明

再生困難な農地については非農地化を進め、遊休農地については借り手をあっせんするなどして遊休
農地の発生防止に努めるとともに、判断基準を再度よく精査し、保全管理されている農地については
解消と判断した結果、耕作放棄地が減少した。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 地元農産物消費拡大推進補助事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農政課 担当者 高田　裕亮
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 04 地産地消等による農林水産業への理解推進

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 456 497 513

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ●達成、概ね達成した　○多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ●拡大 ○現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
安心安全な地元米や大豆・麹を使用し味噌を製造し学校給食や販売活動を通して、地産地消の推進を
図り、地元農産物のＰＲに寄与することを目的とする。

事業の概要
安心安全な地元米や転作推奨大豆・麹を使用した味噌を製造し学校給食に使用。学校給食に使用した
味噌に対して、補助金250円／kgを予算の範囲内で補助。

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

地元小中学校への味噌販売額 千円 912 994 1000 1,010 

達成度の
評価と説明 説明

市内小中学校の給食に安心安全で地元産農産物を原材料とした手作り味噌を使用したことにより、地
産地消の推進が図られた。

見直し余地



事務事業調書（通常評価事業　事後評価）
事務事業名 農業委員会運営事業 事業開始年度 平成26年度
担当課 産業経済部　農業委員会事務局 担当者 大山　昌良
■事業の執行計画【計画（Plan）】

政策 04 くらしを支える強固な経済基盤
施策 01 時代とニーズに合致した農林水産業の確立
基本事業 99 総合事業

■事業実施結果【実施（Do）】
年度 2年度 3年度 4年度

実績/当初予算 実績 実績 当初

総事業費 22,330 17,783 18,852 

■前年度の事業分析【評価（Check）】
2年度 3年度 4年度 5年度
実績 実績 計画 計画

評価 ○達成、概ね達成した　●多少は達成した　○達成できず

判定 ○数年内に見直し可能　●余地はあるがまだ時間が必要　○余地なし
■将来方向性【改善（Action）】
事業の方向性 ○見直し継続　●現状どおり継続　○廃止・完了
資源方向性 予算額 ○拡大 ●現状 ○縮小 業務量 ○拡大 ●現状 ○縮小

総合計画体系

事業の目的
市内の農地が適正に管理される。
担い手への農地の集積率が高くなる。

事業の概要
農業委員会定例総会の運営、農地の適正管理指導、農地パトロール（利用状況調査）、利用意向調
査、農地中間管理事業による農地の集積・集約化

事業費の推移

指標の推移

指標
区分

指標名称 単位

総会審議件数 件 238 206 200

担い手の集積率（％） ％ 58 60.9 65

達成度の
評価と説明 説明

農業委員（18名）に加え、農地利用最適化推進委員（28名）の活動により市内の農地が適正に管理さ
れた。
定例総会・調査会（毎月１回）、利用状況調査、担い手への農地のあっせん等

見直し余地


